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議案第 ９９  号  

 

 

流山市職員の給与に関する条例及び流山市一般職の任期付職員の

採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

流山市職員の給与に関する条例及び流山市一般職の任期付職員の採用

及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定

する。 

令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  期末手当の支給月数を改定するためである。  

  



流山市職員の給与に関する条例及び流山市一般職の任期付職員

の採用及び給与の特例に関する条例の一部を改正する条例  

（流山市職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条  流山市職員の給与に関する条例（昭和２６年流山市条例第５号）

の一部を次のように改正する。  

第１９条中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に改める。 

第２条  流山市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。  

第１９条中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改

める。 

（流山市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一

部改正） 

第３条  流山市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

（平成１６年流山市条例第２８号）の一部を次のように改正する。  

第８条第２項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、

「１００分の１７０」を「１００分の１６５」に改める。  

第４条  流山市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例

の一部を次のように改正する。  

第８条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」

に、「１００分の１６５」を「１００分の１６７．５」に改める。 

附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規

定は、令和３年４月１日から施行する。  

 



議案第 １００ 号  

 

 

   流山市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について  

 流山市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり制定する。  

  令和２年１１月２６日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  常勤の特別職の職員の期末手当の支給月数を改定するためで

ある。 



流山市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を改正

する条例 

第１条  流山市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例（昭和５２年

流山市条例第５号）の一部を次のように改正する。  

第４条中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に、「１００

分の２２２．５」を「１００分の２１７．５」に改める。  

第２条  流山市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を次の

ように改正する。  

第４ 条 中 「 １ ０ ０ 分 の １ ２ ５ 」 を 「 １ ０ ０ 分 の １ ２ ７ ． ５ 」

に 、「１００分の２１７．５」を「１００分の２２０」に改める。 

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

３年４月１日から施行する。  

 

 



議案第 １０１ 号  

 

 

流山市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を

改正する条例の制定について  

 流山市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正

する条例を別紙のとおり制定する。  

令和２年１１月２６日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市議会議員の期末手当の支給月数を改定するためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   流山市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を

改正する条例  

第１条  流山市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和

３１年流山市条例第６４号）の一部を次のように改正する。  

第６条第２項中「１００分の２１５」を「１００分の２１０」に改

める。 

第２条  流山市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

を次のように改正する。  

第６条第２項中「１００分の２１０」を「１００分の２１２．５」

に改める。 

附  則  

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

３年４月１日から施行する。  

 



議案第 １０２ 号  

 

 

   財産の取得について  

 市は、次の財産を取得する。  

  令和２年１１月２６日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治    

 

 

１  取得する財産  タブレット端末等 

２  取 得 目 的  児童生徒用タブレット端末等の整備 

３  取 得 金 額  １，１５４，４０９，６３０円 

４  取得の相手方  流山市松ケ丘１丁目４６２番地の９０ 

          広文堂金庫事務機株式会社  

          代表取締役 町田 重雄  

５  契 約 方 法  指名競争入札  

 



参考資料 

児童生徒用タブレット端末等 概要  

 

１  導入機器 

（１）タブレット端末（１６，８５８台）  

項目  内容  

ＯＳ  Ｗｉｎｄｏｗｓ１０Ｐｒｏ  

メインメモリ  ４ギガバイト以上 

液晶ディスプレイサイズ  １０．１型ワイド 

タッチパネル  静電容量方式（１０点マルチタッチ）  

フラッシュメモリディス

クドライブ 

６４ギガバイト以上  

オーディオ機能  デジタルステレオマイク  

ステレオスピーカー  

カメラ  フロント（約２００万画素以上）  

リア（約８００万画素以上）  

インターフェイス  ｍｉｃｒｏＳＤメモリーカードスロッ

ト×1 

ＵＳＢ×２ 

ヘッドホン端子・マイクイン端子  

キーボード  脱着が可能  

ＱＲコードリーダー  内蔵  

防滴・防塵性  対応  

バッテリー駆動時間  約１１．０時間以上 

急速充電  １時間で約８０％の受電が可能  

質量  １．３キログラム未満（キーボード装

着時） 

（２）タブレット端末収納充電保管庫（５１９台）  

項目  内容  

サイズ  外寸法（単位ミリメートル）  

幅８００×奥行５５０×高さ１，３６５ 

性能  ・タブレット端末の保管及び充電機能を有する。 



・幅３５０ミリメートル×高さ２４０ミリメートル×厚

み２５ミリメートルまでのタブレット端末を４５台収

納可能 

・タブレット端末収納用トレーは４方向に持ち手部分が

あり、個別に取り出しが可能。また、１個のトレーに

タブレット端末を５台収納可能、９個のトレーで４５

台までのタブレット端末を収納可能 

・庫内に個別コンセントを内蔵 

・設置場所の供給電源容量と庫内温度の上昇を配慮し、

４つまでのグループに分け順番に充電する輪番充電機

能付き 

・指定の曜日、時間に充電開始、充電停止の設定が可能  

・停電時やコンセントプラグが抜かれても充電設定が保

持できる（乾電池も使用可）。 

・充電設定時間外でも充電ボタンにより充電を開始でき

る。 

・操作ボタンのいたずら、誤操作を防ぐロック機能付き  

・過電流対策としてサーキットブレーカー付き  

・扉の開閉ハンドルは上下左右のいずれからでも操作で

きる。 

・扉は振動等で開くことのないよう上下ラッチ機構が付

いている。 

・扉にはシリンダ錠付き  

・可動できるようキャスター付き  

 

２  クラウド利用ソフトウエア 

内容  メーカー  数量  

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５

〇Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

〇 ＧＩＧＡ Ｐｒｏｍｏ

（５年分） 

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ  １６，８５８ライセ

ンス 

Ｃｉｓｃｏ Ｕｍｂｒｅｌｌａ シスコ システムズ  ９０９ライセンス 



〇文教向けパッケージ

（５年分） 

ミライシードＡＳＰ版

（５年分）（ドリルソフ

ト、授業支援ソフトを

含む。） 

ベネッセコーポレー

ション 

１７，７６７ライセ

ンス（教師用９０９

＋生徒用１６，８５８） 

Ｏｆｆｉｃｅ３６５Ａ１ Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ  教師用端末  

９０９ライセンス 

 

３  既存タブレット端末の設定変更  

  各学校のコンピュータ教室に設置しているタブレット端末（９０９

台）を教師用のタブレットとして使用できるよう設定を変更する。  

 

４  履行期間 

  議会の議決の日の翌日から令和３年４月３０日まで  

 

５  学校別内訳                       （台） 

小学校  タブレット端末数 収納充電保管庫数 

１  流山小学校  １，０５２  ３２  

２  八木南小学校  ３３６  １２  

３  八木北小学校  ８４１  ２７  

４  新川小学校  ３３３  １２  

５  東小学校  ６１１  １９  

６  江戸川台小学校  ５９１  １９  

７  東深井小学校  ５５３  １９  

８  鰭ケ崎小学校 ６３１  ２１  

９  向小金小学校  ４８１  １６  

１０  西初石小学校  ７１８  ２２  

１１  小山小学校  １，５３１  ４５  

１２  長崎小学校  ５５８  １９  

１３  流山北小学校  ６０９  １８  

１４  西深井小学校  １９４  ７  



１５ 南流山小学校  １，２３４  ３５  

１６  おおたかの森小学校  １，４６９  ４３  

１７  おおぐろの森小学校  ４１９  １５  

小学校計  １２，１６１  ３８１  

（台）  

中学校  タブレット端末数 収納充電保管庫数 

１８  南部中学校  ７２５  ２１  

１９  常磐松中学校  ４０９  １２  

２０  北部中学校  ５２５  １５  

２１  東部中学校  ５５１  １６  

２２  東深井中学校  ３８５  １２  

２３  八木中学校  ４０１  １３  

２４  南流山中学校  ５９１  １７  

２５  西初石中学校  ３４４  １０  

２６  おおたかの森中学校  ７６６  ２２  

中学校計  ４，６９７  １３８  

 



会 社 名

代 表 者

自 己 資 本 額

所 在 地 本　　　社

主な取扱い商品及
び 事 業 内 容

令和元年６月期

令和２年６月期

平　　　均

物    品    名

発    注    者

契  約  金  額

納 入 年 月 日

過去の主な販売実績 物    品    名

発    注    者

契  約  金  額

納 入 年 月 日

物    品    名
（※賃 貸 借）

発    注    者

契  約  金  額

賃 貸 借 期 間

令和元年１０月２１日

２５，２８８，２００円

ＩＣＴ学習空間整備中学校５校コンピュータ等
賃貸借及び保守（２０５台）

流山市

令和２年度流山市立小中学校校務用パソコン購入
（２２０台）（その１）

流山市

平成３１年度流山市立小中学校校務用パソコン購入
（２１０台）（その２）

流山市

令和２年７月１０日

２７，９５１，０００円

コンピュータ関係ハードウェア、ソフトウェアの販売、賃貸借
学校用、オフィス用木製家具、スチール家具の販売
医療用機械器具（ＡＥＤ）の販売、賃貸借
文房具、事務用品類の販売

　　８０４，４４８千円

１，３０１，９６３千円

１，０５３，２０６千円

過去２か年の年間
平均販売実績高

令和２年９月１日から令和７年８月３１日まで

業    者    経    歴    表

広文堂金庫事務機株式会社

代表取締役　町田　重雄

 ２９１，７５６千円　(資本金額   １０，０００千円）

千葉県流山市松ケ丘１丁目４６２番地の９０

１０４，２８０，０００円（５年総額）
(月額　１，７３８，０００円）



議案第 １０４ 号  

 

 

   流山市地域福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例の制定について  

 流山市地域福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正す

る条例を別紙のとおり制定する。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 デイサービスセンターを使用する身体障害者に係る年齢制限

の廃止及び事業の実施方法の整理による利用者負担額の設定並

びにデイサービスセンターで実施する事業のうち、介護予防通

所介護を第１号通所事業に変更するためである。 

  



   流山市地域福祉センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例 

 流山市地域福祉センターの設置及び管理に関する条例（平成８年流山

市条例第１０号）の一部を次のように改正する。  

 第７条第１号ア中「の規定による通所介護又は介護予防通所介護」を

「第８条第７項の通所介護（以下「通所介護」という。）又は同法第

１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業（以下「第１

号通所事業」という。）」に、「介護予防サービス費若しくは特例介護

予防サービス費」を「同法第１１５条の４５の３第２項の第１号事業支

給費（以下「第１号事業支給費」という。）」に改め、同号イ中「６５

歳未満の者であって、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

第１５条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け、かつ」を

「身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身

体障害者であって」に改める。  

 第１５条第１項中「を受け、デイサービスセンターにおいて介護保険

法の規定による通所介護又は介護予防通所介護に係る」を「を受けてデ

イサービスセンターを」に、「当該通所介護又は介護予防通所介護」を

「当該デイサービスセンター」に改め、同条第２項中「指定居宅サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９

号）により算定した通所介護費又は指定介護予防サービスに要する費用

の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）によ

り算定した介護予防通所介護費について、介護保険法その他関係法令で

定める居宅サービス又は介護予防サービスの利用者が支払う利用料に関

する規定を適用して得た額」を「デイサービスセンターにおいて次の各

号に掲げる使用をした場合に応じて、当該各号に定める額」に改め、同

項に次の各号を加える。  

（１）通所介護に係る使用  指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）により算定した

通所介護費の額から介護保険法第４１条第１項に規定する居宅介

護サービス費又は同法第４２条第１項に規定する特例居宅介護サ

ービス費の額を控除して得た額  

（２）第１号通所事業に係る使用 介護保険法施行規則第１４０条の６３

の２第１項第１号イに規定する厚生労働大臣が定める基準の例に



より算定した費用の額から第１号事業支給費の額を控除して得た

額 

（３）地域活動支援センター（障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第２７

項に規定する地域活動支援センターをいう。）に係る使用  流山

市地域活動支援センター事業実施要綱（平成１８年流山市告示第

１８８号）別表に定める額の１００分の１０に相当する額  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置）  

２  この条例の施行の際、現にデイサービスセンターを使用している身

体障害者は、この条例による改正後の第１０条の規定により指定管理

者の許可を受けたものとみなす。  

 



議案第 １０５ 号  

 

 

   流山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例の制定について  

 流山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年

厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準を改正するためである。  

  



   流山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例  

 流山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年流山市条例第２４号）の一部を次のように改正する。  

 第６条第５項中「次条第２号」を「次条第１項第２号」に改める。  

 第７条中「第８条第１項」を「次条第１項」に改め、「第３項まで」

の次に「並びに附則第４項」を加え、同条第２号中「をいう」の次に

「。以下この条において同じ」を加え、同条に次の４項を加える。  

２  市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める場合であって、次に掲げる要件の

全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を適用しないことと

することができる。  

（１）家庭的保育事業者等と次項に規定する連携協力を行う者との間で

それぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。  

（２）次項に規定する連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生

じないようにするための措置が講じられていること。  

３  前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場

合の区分に応じ、当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に

係る連携協力を行う者として適切に確保しなければならない。  

（１）当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業

所（次号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事

業所において代替保育が提供される場合  小規模保育事業Ａ型、

小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号におい

て「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。）  

（２）事業実施場所において代替保育が提供される場合  事業の規模等

を勘案して小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると

市長が認める者 

４  市長は、次のいずれかに該当するときは、第１項第３号の規定を適

用しないこととすることができる。  

（１）市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、

家庭的保育事業者等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を

優先的に取り扱う措置その他の家庭的保育事業者等による保育の

提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基づき、



引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じ

ているとき。 

（２）家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携

施設の確保が、著しく困難であると認めるとき（前号に該当する

場合を除く。）。  

５  前項（同項第２号に該当する場合に限る。）の場合において、家庭

的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定する施設のうち、次に掲

げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、市長が

適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う

者として適切に確保しなければならない。  

（１）子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号 )第５９条の２

第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設（法第６

条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。）  

（２）法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的

とする施設であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保育

を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地

方公共団体の補助を受けているもの  

 第１７条第２項に次の１号を加える。  

（３）保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事

業者のうち、当該家庭的保育事業者等による給食の趣旨を十分に

認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を

有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状

態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必

要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機

に適切に応じることができる者として市が適当と認めるもの（家

庭的保育事業者が第２３条に規定する家庭的保育事業を行う場所

（第２４条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。）にお

いて家庭的保育事業を行う場合に限る。）  

 第２３条第７号中「設置する」の次に「とともに、消火訓練及び避難

訓練を定期的に実施する」を加える。  

 第２９条第７号イの表４階以上の階の部避難用の項施設又は設備の欄

中「外気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備（同条第３項

第１号に規定する国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものその他有



効に排煙することができると認められるものに限る。）を有する付室」

を「付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を除

き、同号に規定する構造を有するものに限る。）」に、「同条第３項第

２号、第３号及び第９号」を「同条第３項第３号、第４号及び第１０

号」に改める。 

 第３８条第２号中「（平成２４年法律第６５号）」を削り、同条第４

号中「従事する場合」の次に「又は保護者の疾病、疲労その他の身体

上、精神上若しくは環境上の理由により家庭において乳幼児を養育する

ことが困難な場合」を加える。  

 第４４条第８号イの表４階以上の階の部避難用の項施設又は設備の欄

中「外気に向かって開くことのできる窓若しくは排煙設備（同条第３項

第１号に規定する国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものその他有

効に排煙することができると認められるものに限る。）を有する付室」

を「付室（階段室が同条第３項第２号に規定する構造を有する場合を除

き、同号に規定する構造を有するものに限る。）」に、「同条第３項第

２号、第３号及び第９号」を「同条第３項第３号、第４号及び第１０

号」に改める。 

 第４６条中「第７条第１号」を「第７条第１項第１号」に改め、同条

に次の１項を加える。  

２  保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法第６条の３第１２項

第２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの

（附 則第 ４項 に おい て「 特例 保 育所 型事 業所 内 保育 事業 者」とい

う。）については、第７条第１項の規定にかかわらず、連携施設の確

保をしないことができる。  

 附則第２項中「若しくは」を「又は」に改め、「事業を行う者」の次

に「（次項において「施設等」という。）」を加え、「業務に」を「部

分に」に改める。  

 附則第５項を附則第６項とし、附則第４項を附則第５項とし、附則第

３項中「家庭的保育事業者等」の次に「（特例保育所型事業所内保育事

業者を除く。）」を加え、「５年」を「１０年」に改め、同項を附則第

４項とし、附則第２項の次に次の１項を加える。  

３  前項の規定にかかわらず、施行日後に家庭的保育事業の認可を得た

施設等については、施行日から起算して１０年を経過する日までの間



は、第１６条、第２３条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び

第２４条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は、適用し

ないことができる。この場合において、当該施設等は、利用乳幼児へ

の食事の提供を家庭的保育事業所等内で調理する方法（第１１条の規

定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調理室を兼ねてい

る他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）に

より行うために必要な体制を確保するよう努めなければならない。  

 附則に次の４項を加える。  

 （小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置

に係る特例） 

７  保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（子ども・子育

て支援法第２７条第１項の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保

育事業等が不足していることに鑑み、当分の間、第３０条第２項各号

又は第４５条第２項各号に定める数の合計数が１となるときは、第３０

条第２項又は第４５条第２項に規定する保育士の数は１人以上とする

ことができる。ただし、配置される保育士の数が１人となるときは、

当該保育士に加えて、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長が

認める者を置かなければならない。  

８  前項の事情に鑑み、当分の間、第３０条第２項又は第４５条第２項

に規定する保育士の数の算定については、幼稚園教諭若しくは小学校

教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭和２４年法律第

１４７号 )第４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有する者

を、保育士とみなすことができる。  

９  附則第７項の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開

所する小規模保育事業所Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所（以下

この項において「小規模保育事業所Ａ型等」という。）において、開

所時間を通じて必要となる保育士の総数が当該小規模保育事業所Ａ型

等に係る利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を

超えるときは、第３０条第２項又は第４５条第２項に規定する保育士

の数の算定については、保育士と同等の知識及び経験を有すると市長

が認める者を、開所時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定

員の総数に応じて置かなければならない保育士の数を差し引いて得た

数の範囲で、保育士とみなすことができる。  



１０ 前２項の規定を適用するときは、保育士（法第１８条の１８第１

項の登録を受けた者をいい、第３０条第３項若しくは第４５条第３項

又は前２項の規定により保育士とみなされる者を除く。）を、保育士

の数（前２項の規定の適用がないとした場合の第３０条第２項又は第

４５条第２項により算定されるものをいう。）の３分の２以上、置か

なければならない。  

   附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  



議案第 １０６ 号  

 

 

   専決処分の承認を求めることについて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  市が設置する幼稚園、小学校又は中学校に在籍する幼児、児

童又は生徒について発生した事故であって教育委員会が調査の

必要があると認めるものに係る調査及び審議を行うため、教育

委員会に学校事故調査委員会を設置することについて、特に緊

急を要したため、令和２年１０月１３日付けで専決処分したの

で、その承認を求めるためである。  

 

           

           

        

           

           

        

 



専 決  処  分  書  

 

 流山市学校事故調査委員会設置条例の制定について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分する。  

  令和２年１０月１３日 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

  



流山市学校事故調査委員会設置条例  

（設置）  

第 1 条  市が設置する幼稚園、小学校又は中学校に在籍する幼児、児童

又は生徒について発生した事故であって流山市教育委員会（以下「教

育委員会」という。）が調査の必要があると認めるもの（以下「調査

対象事故」という。）に係る調査及び審議を行うため、教育委員会に

流山市学校事故調査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。  

（担任事項） 

第２条  委員会は、次に掲げる事項を担任する。  

（１）調査対象事故の事実関係の調査  

（２）調査対象事故の原因の分析 

（３）調査対象事故と同様の事故の再発防止に関する提言  

（４）前３号に掲げるほか、調査対象事故に関して教育委員会が依頼す

る事項 

 (組織及び委員) 

第３条  委員会は、調査対象事故ごとに、委員５人以内をもって組織す

る。 

２  委員は、学識経験を有する者のうちから教育委員会が委嘱する。  

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、当該委員の委嘱に係る調査対象事故について第

８条第１項の報告書が教育委員会に提出されたときまでとする。  

（会長及び副会長） 

第５条 委員会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

２  会長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠け

たときは、その職務を代理する。  

（会議）  

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会

長が会議の議長となる。  

２  会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができ

ない。 

３  会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のと



きは、会長の決するところによる。  

４  会議は非公開とする。ただし、会長が認める場合は、この限りでな

い。 

（意見聴取等）  

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に対し、意見若

しくは説明を聞き、又は資料の提出を求めることができる。  

(報告等) 

第８条  会長は、調査対象事故の調査及び審議を終えたときは、報告書

を作成し、これを速やかに教育委員会に提出しなければならない。  

２  教育委員会は、前項の規定により報告書が提出されたときは、その

内容を速やかに市長に報告するものとする。 

（服務及び守秘義務） 

第９条 委員は、中立かつ公正にその職務を行うものとする。  

２  委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も同様とする。  

（委任）  

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定め

る。 

附  則  

（施行期日） 

１  この条例は、公布の日から施行する。  

（流山市いじめ防止対策推進条例の一部改正） 

２  流山市いじめ防止対策推進条例（平成２６年流山市条例第３８号）

の一部を次のように改正する。  

  第１７条中第４項を第５項とし、第３項の次に次の１項を加える。  

４  前項の規定にかかわらず、流山市学校事故調査委員会設置条例

（令和２年流山市条例第３２号）第１条に規定する調査対象事故に

ついて同条の流山市学校事故調査委員会（以下「調査委員会」とい

う。）による調査が行われている場合において、当該調査対象事故

が重大事態に当たることが明らかとなったときは、教育委員会が行

う当該重大事態の調査は、調査委員会に依頼して実施することがで

きる。 

（流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条



例の一部改正） 

３  流山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１４年流山市条例第４号）の一部を次のように改正する。  

  別表第２いじめ対策調査会委員の項の次に次のように加える。  

学校事故調査委員会委員 日額 ２４，８００円 

 



議案第 １０７ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市流山福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市平和台２丁目１番地の２  

  社会福祉法人流山市社会福祉協議会  

  会長  石渡 烈人  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １０８ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市西深井福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市東初石３丁目１０３番地の１８ 

  公益社団法人流山市シルバー人材センター  

  会長  池内 弘行  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １０９ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市南福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市東初石３丁目１０３番地の１８ 

  公益社団法人流山市シルバー人材センター  

  会長  池内 弘行  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１０ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市名都借福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市東初石３丁目１０３番地の１８ 

  公益社団法人流山市シルバー人材センター  

  会長  池内 弘行  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１１ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市平和台福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市東初石３丁目１０３番地の１８ 

  公益社団法人流山市シルバー人材センター  

  会長  池内 弘行  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１２ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市下花輪福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市東初石３丁目１０３番地の１８ 

  公益社団法人流山市シルバー人材センター  

  会長  池内 弘行  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１３ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市東深井福祉会館  

２  指定管理者となる団体  

  流山市東初石２丁目１８９番地の１ 東ビル１－Ｄ 

  特定非営利活動法人自立サポートネット流山  

  理事長  小野内  裕治  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１４ 号  

 

 

   指定管理者の指定について  

次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

               記                  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市地域福祉センター  

２  指定管理者となる団体  

  流山市平和台２丁目１番地の２  

  社会福祉法人流山市社会福祉協議会  

  会長  石渡 烈人  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１５ 号  

 

 

   指定管理者の指定について  

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市心身障害者福祉作業所さつき園 

２  指定管理者となる団体  

  流山市野々下１丁目３１９番地  

  社会福祉法人まほろばの里  

  理事長  小金丸  孝裕  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  

   



議案第 １１６ 号  

 

 

   指定管理者の指定について  

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律  

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出  

流山市長  井  崎  義  治  

 

記  

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称  

流山市おおたかの森児童センター  

２ 指定管理者となる団体  

  東京都港区芝四丁目１３番３号 ＰＭＯ田町東１０Ｆ  

  株式会社明日葉  

  代表取締役 大隈 太嘉志  

３ 指定の期間  

  令和３年３月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１７ 号  

 

 

   指定管理者の指定について 

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  流山市生涯学習センター  

２  指定管理者となる団体  

東京都目黒区東山一丁目５番４号  ＫＤＸ中目黒ビル６階  

アクティオ株式会社  

代表取締役  淡野  文孝  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  

 

 



議案第 １１８ 号  

 

 

   指定管理者の指定について  

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律  

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出  

流山市長  井  崎  義  治  

 

記  

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称  

（１）流山市民総合体育館  

（２）流山市総合運動公園庭球場  

（３）流山市総合運動公園野球場  

（４）江戸川河川敷緑地  

（５）流山市民プール  

（６）北部市民プール  

（７）東部市民プール  

（８）流山市北部柔道場  

（９）流山市南部柔道場  

２ 指定管理者となる団体  

  東京ドームグループ  

  （代表団体）  

  東京都文京区後楽一丁目３番６１号  

  株式会社東京ドーム  

  代表取締役 長岡 勤  

３ 指定の期間  

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １１９ 号  

 

 

   指定管理者の指定について  

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律  

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出  

流山市長  井  崎  義  治  

 

記  

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称  

流山市コミュニティプラザ  

２ 指定管理者となる団体  

  東京都練馬区豊玉北四丁目２６番６号  

  帝国ビル管理協同組合  

  代表理事 大屋  久男  

３ 指定の期間  

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで  



議案第 １２０ 号  

 

 

   指定管理者の指定について  

 次のとおり指定管理者を指定するため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。  

  令和２年１１月２６日提出 

                 流山市長   井  崎  義  治  

 

記  

 

１  管理を行わせる公の施設の名称  

  一茶双樹記念館及び社会教育ギャラリー  

２  指定管理者となる団体  

流山市流山２丁目３１２番地  流山商工会議所内  

株式会社流山ツーリズムデザイン  

代表取締役  志賀  進一  

３  指定の期間 

  令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで 

 

 

 



議案第 １２４ 号  

 

 

   公の施設の区域外設置に関する協議について  

 公の施設の区域外設置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の３第１項の規定により、別紙のとおり柏市と協議する。 

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  流山市の区域内に柏市道を設置することについて、柏市と協  

議するためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１  公の施設の名称  

 柏市道４００５４号線  

２  設置の場所 

流山市駒木８１０番の一部、８１１番の一部、８１２番、８１３番、

８１４番、８１５番及び８１６番１の一部 

３  設置の目的 

柏市道として維持管理するため  

４  利用の条件 

占用その他の利用は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）その他 

の法令及び柏市の条例等に定めるもののほか、道路管理者の定めによ  

る。  

５  費用の負担 

柏市道４００５４号線の維持管理に要する費用は、柏市の負担とす  

る。ただし、側溝施設の改修工事等は、その都度、両市で協議の上決  

定する。  
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議案第 １２５ 号  

 

 

   市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、別

紙路線を市道に認定するものとする。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    



起　点

終　点

木字下谷４２６番１

木字前田６４０番２

東深井字一ノ坪４５１番２０２

同　　　　　所同　　番２００

東深井字宿東７８番４９

同　　　　所同　番５３

江戸川台西３丁目３３番６２

同　　　　　　所同　番５５

東初石３丁目１０７番１５

同　　　　所同　　番１４８

東初石３丁目１０７番１４７

同　　　　所同　　番１４０

おおたかの森北二丁目２８番１４

同　　　　　　　　所同　番１５

おおたかの森北三丁目２８番２４

同　　　　　　　　所同　番９

おおたかの森東二丁目８番２

同　　　　　　　　所同番３７

おおたかの森東二丁目８番１

同　　　　　　　　所同番６

おおたかの森東二丁目８番１１

同　　　　　　　　所同番１１８

おおたかの森東二丁目８番２９

同　　　　　　　　所同番３３

おおたかの森東二丁目８番７５

同　　　　　　　　所同番６３

おおたかの森東二丁目８番８６

同　　　　　　　　所同番４８

おおたかの森東二丁目８番４３

同　　　　　　　　所同番３７

おおたかの森東四丁目２５番２４

同　　　　　　　　所同　番２１

おおたかの森東四丁目２０番３３

同　　　　　　　　所同　番３６

おおたかの森東二丁目８番７

同　　　　　　　　所同番１３

おおたかの森東二丁目８番２４

同　　　　　　　　所同番３１

おおたかの森東二丁目８番３４

同　　　　　　　　所同番３３

１

整理番号 路線番号

３１３

０３２７５

４

５

６

７

１１

１２

１３

３７１１７

３７１１８

３７１１９

３７１２０

３７１２１

３７５２０

３７５２１

３７５２２

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

１０

２

３

８

９

十太夫区画１２１号線

十太夫２０号歩行者専用道路

十太夫２２号歩行者専用道路

十太夫２１号歩行者専用道路

３７１２２

路　　線　　名

木６号補助幹線

東深井区画２７５号線

東深井区画２７６号線

江戸川台西３丁目区画２６号線

東初石３丁目区画２３号線

東初石３丁目区画２４号線

東初石５丁目区画７５号線

十太夫区画１１３号線

十太夫区画１１４号線

十太夫区画１１５号線

十太夫区画１１６号線

十太夫区画１１７号線

十太夫区画１１８号線

十太夫区画１１９号線

十太夫区画１２０号線

十太夫区画１２２号線

重要な
経過地

０３２７６

１００２６

３１０２３

３１０２４

３３０７５

３７１１３

３７１１４

３７１１５

３７１１６



起　点

終　点

おおたかの森東二丁目８番６０

同　　　　　　　　所同番６１

おおたかの森東二丁目８番８９

同　　　　　　　　所同番９５

おおたかの森東二丁目８番５４

同　　　　　　　　所同番５３

おおたかの森東二丁目８番５０

同　　　　　　　　所同番４３

おおたかの森南二丁目３２番２３

同　　　　　　　　所同　番１３

おおたかの森南一丁目２６番６

同　　　　　　　　所同　番２

おおたかの森南一丁目２７番８

同　　　　　　　　所同　番１２

おおたかの森南一丁目２８番８

同　　　　　　　　所同　番１５

野々下３丁目８９９番３２

同　　　　所同　　番２

木字下谷４３３番

木字寅之起５２２番１

木字神明１６０番１

同　　所１５０番８

向小金１丁目２３７番６６

同　　　　所同　　番７１

向小金２丁目２１７番２

同　　　　所２０５番１０

向小金３丁目５６番１８

同　　　　所同　番１２

３１

３２

３３

３４

３０

２３

２５

２１

２２

２６

２７

２８

２９

２４

３７５２４

３７５２５

３７５２６

４０１６０

４０５１９

４０５２０

重要な
経過地

向小金区画８７号線

８００５１

８００５２

８４０８７

８４０８８

８４０８９

向小金区画８８号線

向小金区画８９号線

木区画５１号線

木区画５２号線

４０５２１

６００４９

市野谷１９号歩行者専用道路

市野谷２０号歩行者専用道路

市野谷２１号歩行者専用道路

野々下３丁目区画４９号線

整理番号 路線番号 路　　線　　名

十太夫２３号歩行者専用道路

十太夫２４号歩行者専用道路

十太夫２５号歩行者専用道路

十太夫２６号歩行者専用道路

市野谷区画１６０号線

３７５２３



市道路線認定図流 山 都 市 計 画 事 業

木地区一体型特定土地区画整理事業

1

30

31



2

3

市道路線認定図運河駅

東深井中学校



市道路線認定図

4
江戸川台テニスクラブ



5

6

8

7

市道路線認定図

初石駅

常盤松

中学校

十太夫近隣公園

大堀川

おおたかの森北二丁目

おおたかの森北三丁目



9

10

18

11

13

22

2324

12

15

20

19

市道路線認定図

豊四季霊園

小山小学校

十太夫近隣公園

大堀川

おおたかの森東二丁目

21

14



大堀川

16

17

おおたかの森東三丁目

流山おおたかの森駅

豊四季霊園

諏訪神社

市道路線認定図

おおたかの森東四丁目

おおたかの森S・C



28

おおたかの森南二丁目

市野谷水鳥の池

市道路線認定図

おおたかの森南一丁目

おおたかの森S・C

26

27

25

おおたかの森小学校・中学校



市道路線認定図

長崎小学校

29

豊四季駅



市道路線認定図

向小金福祉会館

34

向小金小学校

32

33

アクロスプラザ



議案第 １２６ 号  

 

 

   市道路線の廃止について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、

別紙市道路線を廃止するものとする。  

  令和２年１１月２６日提出 

流山市長   井  崎  義  治    



起　点

終　点

おおたかの森南一丁目２番２

おおたかの森西一丁目１番２

駒木字中橋上６９番４４

同　　　　所同　番４５

木字膝丸前８０番１

木字神明１４４番５

木字神明１５６番

同　　所１４５番
４ ８００３３ 木区画３３号線

重要な
経過地

西初石６丁目５号自転車歩行者専用道路

木区画３１号線

駒木区画４８号線

整理番号 路　　線　　名路線番号

２９５０５

８００３１

１

３

２ ３８０４８



 

市道路線廃止図

1

流山おおたかの森駅

おおたかの森南

１丁目

おおたかの森東

１丁目

市野谷水鳥の池

おおたかの森浄水場

流山おおたかの森S・C



市道路線廃止図

大堀川

大堀川水辺公園

駒木おおたかの森東４丁目

諏訪神社

2



市道路線廃止図

松戸市

大字木
３

４



報告第 １７  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和２年１１月２６日報告 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  公用車の物損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定につい

て専決処分したので、報告するためである。  



専 決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年１０月１日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  総合政策部企画政策課の職員が公務のため、公

用車（市が賃借している自動車）を運転し、狭

あいな道路に侵入するために右折を試みたとこ

ろ、人家の塀に接触したことによる当該公用車

の物損事故 

２  発 生 年 月 日  令和２年８月１９日  

３  発 生 場 所  流山市松ケ丘４丁目５０５番１２１地先  

４  相 手 方  千葉県千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１  

           株式会社日産フィナンシャルサービス  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年１０月１日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ４０，２３８円  



専 決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年１０月１３日  

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  流山市立八木中学校の職員が公務のため公用車

（市が賃借している自動車）を市役所公用車立

体駐車場の所定の駐車位置に駐車しようとした

際、駐車場の柱に接触したことによる当該公用

車の物損事故  

２  発 生 年 月 日  令和２年９月８日  

３  発 生 場 所  流山市平和台２丁目１番地の２  

（流山市役所公用車専用駐車場内） 

４  相 手 方  千葉県千葉市美浜区新港５７番地  

           株式会社トヨタレンタリース千葉  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年１０月１３日  

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額の全額を市が負担する。  

８  損 害 賠 償 額  ７２，６３３円  

 



報告第 １８  号  

 

 

   専決処分の報告について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。  

  令和２年１１月２６日報告 

流山市長   井  崎  義  治    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由  市が管理する道路上で発生した物損事故に係る和解及び損害

賠償の額の決定について専決処分したので、報告するためであ

る。 



専 決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年９月６日 

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  市が管理する道路上に陥没が生じており、相手

方が運転する普通乗用車を損傷させたことによ

る物損事故 

２  発 生 年 月 日  令和２年６月１１日  

３  発 生 場 所  流山市鰭ケ崎４番５地先（市道１０８号線）  

４  相 手 方  松戸市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年９月６日 

７  和 解 の 要 旨  相手方の損害額１６，６２０円のうち、８，３１０

円を市が負担する。 

８  損 害 賠 償 額  ８，３１０円  



専 決  処  分  書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

る専決処分事項の指定について（昭和５４年流山市議会議決）の１及び

２の規定により、次のとおり専決処分する。  

  令和２年１０月９日 

流山市長   井  崎  義  治    

 

記  

 

１  事 件 名  市が管理する道路上に陥没が生じており、相手

方が運転する軽自動車を損傷させたことによる

物損事故 

２  発 生 年 月 日  令和２年７月３０日  

３  発 生 場 所  流山市前ケ崎３７１番１地先  

（市道８３００１号線） 

４  相 手 方  流山市在住者  

５  解 決 方 法  和解による。  

６  和解成立年月日  令和２年１０月９日 

７  和 解 の 要 旨  相 手 方 の 損 害 額 １ ５ ５ ， ４ ７ ８ 円 の う ち 、

９３，２８７円を市が負担する。 

８  損 害 賠 償 額  ９３，２８７円  

 


